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第７章 介護保険サービスを円滑に提供するために 

 

１ 介護保険事業の適正な運営に向けた方策 

（１）介護給付の適正化への取組と目標 

介護給付の適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真に必要と

する過不足のないサービスを、事業者が適切に提供するように促すことであり、適切なサービ

スの確保とその結果としての費用の効率化を通じて、介護保険制度への信頼を高め、持続可能

な介護保険制度の構築に資するものです。 

区は保険者として介護給付の適正化を図るため、費用対効果を見込みながら、より効果が高

いと考えられる取組を進めます。 

 

① 要介護認定の適正化 

介護保険サービスを利用するには要介護認定を受ける必要があります。要介護認定は、心

身の状況等を把握するために行われる認定調査と主治医の意見書を基に、保健・医療・福祉

の専門家で構成される認定審査会で審査判定が行われます。年間１万件を超える認定審査を

行うため、認定審査会には14の合議体を設置していますが、合議体によって判定結果に差が

生じることがないよう、各合議体が共通認識を持って審査判定を行うための取組が必要です。 

区では、合議体の審査判定が適正かつ公正となるよう、合議体議長会の定期的な開催によ

る情報共有や審査会事務局による調査結果の点検、調査員相互の点検等の取組を行い、共通

認識の確立と審査判定の適正化を図ります。 

合議体での審査判定に当たっては申請者の的確な状況把握が重要であるため、審査判定の

資料となる認定調査については、外部講師を招く等、調査員研修を充実し資質の向上を図っ

ています。主治医意見書の適切な記載については、「主治医意見書作成のための質問票」など

の取組と併せて、引き続き関係医療機関等に協力を依頼していきます。 

また、業務分析データ等を活用し、一次判定から二次判定の軽重度変更率等の合議体間及

び他自治体との比較により、合議体ごとの特徴や傾向を把握し分析することで、合議体間の

判定結果の平準化に取り組みます。 
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【介護給付の適正化への取組に係る実績と実施目標】 
 

事業 
令和３年度～ 

令和５年度の実績 

令和６年度 

（2024年度） 

令和７年度 

（2025年度） 

令和８年度 

（2026年度） 

合議体議長会 

開催回数 

３年度 １回 

４年度 １回 

５年度 １回(予定) 

１回 １回 １回 

認定調査員現任研修 

受講人数 

３年度 106人 

４年度  66人 

５年度  85人(予定) 

85人 85人 85人 

 

② ケアプラン等の点検 

要介護認定者が利用する介護サービスの種類や利用回数などは、ケアプランで定められま

す。ケアプランは、介護支援専門員が利用者・家族の意向や生活環境、身体状況等を考慮し

て作成するものです。 

ケアプラン点検は、ケアプランがケアマネジメントプロセス（ケアプランを作成するため

の手順）を踏まえ「自立支援」に資する適切なものになっているかを、医療・福祉の専門家

等の第三者と保険者、介護支援専門員が一緒に確認することにより、サービス提供の改善を

図り、介護給付の適正化につなげるものです。 

また、住宅改修、福祉用具購入・貸与については、被保険者の身体状況や生活環境に適し、

自立支援に寄与した改修・使用が求められ、保険者はこれらの給付が適正に執行されている

かを確認し、是正を図っていく必要があります。 

区では、引き続きケアプラン点検を主任介護支援専門員連絡会と連携して行っていきます。

また、住宅改修、福祉用具購入・貸与については、事業者、介護支援専門員に対し制度の趣

旨・手続き等の理解の促進を図るとともに、現地での実態確認や工事の見積書など提出書類

の点検等を行い、受給者の状態に対応した適切な住宅改修、福祉用具の給付につなげていき

ます。 

 

【介護給付の適正化への取組に係る実績と実施目標】 
 

事業 
令和３年度～ 

令和５年度の実績 

令和６年度 

（2024年度） 

令和７年度 

（2025年度） 

令和８年度 

（2026年度） 

ケアプラン点検※ 

３年度 １事例 

４年度 ５事例 

５年度 ８事例(予定) 

８事例 ８事例 ８事例 

※「保険者と介護支援専門員が共に行うケアマネジメントの質の向上ガイドライン」を活用したケアプ

ラン点検の点検数 
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③ 医療情報との突合・縦覧点検 

医療情報との突合とは、受給者の後期高齢者医療や国民健康保険の医療制度での入院情報

と介護保険の給付状況を突合し、給付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行い、医

療と介護の重複請求の有無等を確認し、適正な給付を実現するものです。 

縦覧点検とは、受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払い状況（請求明細書内容）

を確認し、提供されたサービスの整合性、算定日数等の点検を行い、請求内容の誤りを早期

に発見して適切な処置を行い、サービス事業者等における適正な請求の促進を図るものです。 

区は、確認業務の一部を国民健康保険団体連合会に委託するとともに、保険者として効果

が高いと見込まれる帳票を点検・評価し、更なる情報の活用等により、医療情報との突合に

よる医療と介護の重複請求の是正及びより精密な内容の縦覧点検を実施します。 

 

【介護給付の適正化への取組に係る実績と実施目標】 
 

事業 
令和３年度～ 

令和５年度の実績 

令和６年度 

（2024年度） 

令和７年度 

（2025年度） 

令和８年度 

（2026年度） 

医療情報との突合・

縦覧点検※ 

３年度 15,063件 

４年度 15,860件 

５年度 15,500件(予定) 

15,500件 15,500件 15,500件 

※件数には、国民健康保険団体連合会に点検を委託している分を含む。 

 

 

（２）事業者に対する指導・監督 

介護サービス事業所の運営については、介護保険法等により人員配置や設備をはじめ満たす

べき基準が定められています。 

区の指導及び監査は、介護サービスの内容や介護給付等に係る費用の請求等に関して、法令

や基準等の適合状況を確認し、事業者等に対して必要な助言や指導等を行うことにより、サー

ビスの質の確保及び利用者保護を図り、介護保険制度の円滑な運営を確保することを目的に

行っています。 

また、近年では、虐待等の課題に対して、通報・苦情等のあった事業所に時機を逸せず適切

かつ厳正な指導を行うことが求められています。 

一方では、介護サービス利用者の増加に伴いサービスを提供する事業所数も増加しており、

従前から行っている実地による指導検査を定期的に受けることができない事業所も多数あり、

効果的かつ効率的な指導検査手法を確立していく必要があります。 

これらのことから、指導・監査の趣旨・目的を踏まえつつ、事業所自らが自主的な運営状況

を確認することを支援するためにＩＣＴを活用した集団指導を実施するとともに、関

連部署との連携による運営指導の重点化及び効率化を検討し、適切に指導検査を実施

できる体制を構築していきます。  
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【介護給付の適正化への取組に係る実績と実施目標】 
 

事業 
令和３年度～ 

令和５年度の実績 

令和６年度 

（2024年度） 

令和７年度 

（2025年度） 

令和８年度 

（2026年度） 

運営指導 

３年度 15事業所 

４年度 17事業所 

５年度 35事業所(予定) 

37事業所 39事業所 40事業所 

集団指導 

３年度 ２回 

４年度 １回 

５年度 ２回(予定) 

２回 ２回 ２回 

 

 

（３）介護人材の確保・定着・育成への取組 

① 介護人材の確保・定着 

介護・看護従事職員の人材確保が難しい民間特別養護老人ホームに対して、引き続き運営

事業者に対する宿舎借上げ補助事業を実施します。また、職員の業務負担軽減を目的とした、

高さ調整機能付きベッド等の福祉機器の導入経費に対する補助事業を実施します。 

また、ハローワーク等と連携して区内介護事業所等を対象とした合同の就職相談事業「め

ぐろ福祉しごと相談会」を実施し、福祉職場の魅力ややりがいの周知を図りながら、介護職

員確保のための支援を行うとともに、職員の離職防止や定着促進の取組として、区内の介護

サービス事業所職員の悩みや相談を聞く「なんでも相談窓口」を引き続き実施していきます。 

 

② 介護人材の育成 

介護職に就いた職員一人ひとりが、介護の世界でやりがいを持って長く働き続けることが

できるよう、キャリアパス導入促進や介護事業者によるキャリアアップへの支援等、介護人

材の資質向上に向けた取組が必要不可欠となるため、引き続き介護技術の質の向上や、医療

的ケアに対応できる技術の習得を目的とした介護職員スキルアップ研修事業を実施します。 

また、今後も介護支援専門員等を対象とした区が実施する研修の内容を充実させていくと

ともに、目黒区介護事業者連絡会や目黒区主任介護支援専門員連絡会が行う研修等への支援

を行い、現場職員に必要な知識や技術の習得を推進します。さらに、介護職員同士の情報交

換、連絡会のリーダー等が役割を担って介護職員の育成に寄与し、ひいては目黒区全体のサー

ビスの質の向上につながるよう目指していきます。 

介護人材不足の中、介護サービス事業者の業務の効率化を図るためＩＣＴ機器や次世代介

護機器の効果的な活用が推進されています。区では都の補助金等の周知を行いながら、介護

事業者のＩＣＴ等の環境整備を進めるとともに、介護職員のＩＣＴリテラシーの向上と人材

育成でのＩＣＴ等の活用の取組を進めていきます。 
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（４）介護サービスの質の向上及び事業者の業務の効率化に向けた取組 

① ケアマネジメントの質の向上への支援 

介護支援専門員は、介護保険制度の要として、個々の利用者の状況に応じて介護ニーズを

把握した上でケアプランを作成し、利用者本位の適切なサービス利用につなげるという重要

な役割を担っています。介護支援専門員が、中立・公平性を維持しながら、基本プロセスを

確実に実施し、自立支援に資する適切なケアマネジメントを提供するためには、更なる資質

の向上を図り、専門性を確立していく必要があります。 

地域包括支援センターにおいては、介護支援専門員への適切な助言・援助・指導を行い、

資質の向上や業務内容の充実を図るとともに、地域ケア会議や地区連絡会の開催などを通し

て、地域における関係機関や介護支援専門員間のネットワークの形成を促していくことによ

り、自立支援に資する包括的・継続的なケアマネジメントの実現のための支援を行います。 

また、区では、要支援者に係るケアプラン作成を支援し、より自立支援に資する介護予防

ケアマネジメントを実現するため、地域包括支援センター職員と意見交換を行いながら区独

自のアセスメントシートを作成し、ケアマネジメントの現場で活用しています。 

区が行う介護支援専門員の研修では実務経験年数別の研修を継続し、ケアマネジメントの

全体的な質の向上に努めていきます。また、介護支援専門員自らが質の向上を図れるよう、

講師、ファシリテート、スーパーバイズ等を担える人材の育成やケアプラン点検での点検者

等としての参加、さらに、専門知識の習得だけでなく、気づきを促すことを目的とした研修

の在り方を検討していきます。 

 

【自立支援・介護予防・重度化防止の取組に係る実績と実施目標】 
 

事業 
令和３年度～ 

令和５年度の実績 

令和６年度 

（2024年度） 

令和７年度 

（2025年度） 

令和８年度 

（2026年度） 

介護支援専門員研修 

３年度 ３回 

４年度 ３回 

５年度 ３回(予定) 

３回 ３回 ３回 

介護予防ケアマネジ

メント実務者研修 

３年度 １回 

４年度 １回 

５年度 １回(予定) 

１回 １回 １回 
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【サービスの質の向上のために必要な区からの支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② サービス事業者への支援 

介護サービスを受ける被保険者の増加や介護保険制度が区民に浸透する中、介護サービス

の質の向上がより一層求められています。質の高い介護サービスを提供するためには、サー

ビス提供の主体となる事業者に対し支援を行うことも必要です。区では、主に目黒区介護事

業者連絡会や主任介護支援専門員連絡会を通じて、事業者への支援を行っています。 

目黒区介護事業者連絡会は、介護サービスの質の向上や情報交換、行政との連携などを目

的として設立された連絡会であり、介護サービス提供事業者により構成・運営されています。

この連絡会の全体会においては、介護サービス全般に係る研修や講演会などを開催していま

す。また、サービス種別や職種ごとに設置されている各分科会においても、業務に必要な各

種知識、介護技術、制度改正への対応等について、知識及び技術の習得・向上を目的とした

研修・講演会等を開催しています。 

主任介護支援専門員連絡会は、目黒区内の事業所に勤務する主任介護支援専門員の資質向

上、会員相互の情報交換、地域包括ケアの実現に向け活動することを目的として設立された

連絡会であり、介護支援専門員を対象として実施する研修及び演習において、講師、ファシ

リテート、スーパーバイズ等を担える人材の育成や介護支援専門員への助言及びＯＪＴ実施

の機会設定、他職種連携の推進を行っています。 

区は、今後もこうした自主的な取組に対する支援を継続するとともに、関係機関との連絡

調整、介護保険制度や事業者への支援制度などの各種の情報提供を行い、連絡会か

らの要望や課題等の意見交換を行いながら、よりよい支援策をともに検討していき

ます。  

支援困難者への対応とサポート

地域内の組織やボランティア等
地域資源との連携強化のための支援

ケアマネジャーや事業所のための
相談体制の充実

事業所向け研修の充実

医療機関など多職種連携強化のための支援

事業所が実施する研修への支援

その他

特にない

無回答

69.8

47.2

39.6

24.5

13.2

5.7

1.9

5.7

9.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%53 (複数回答）総数=

〔資料〕目黒区「居宅介護支援事業所調査」（令和４年 10月～11月実施） 
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【事業を運営する上で必要な区からの支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地域密着型サービスの質の向上に向けた取組 

事業者指導等による質の向上の取組のほか、介護保険法で定める一部の地域密着型サービ

ス等に開催が義務付けられている運営推進会議や介護・医療連携推進会議が行われる際には、

必要に応じて区や地域包括支援センターの職員が会議に出席し、情報提供なども行っていま

す。さらに、目黒区介護事業者連絡会の地域密着型事業所分科会を通じて、事業者同士及び

区と事業者間の意見交換・情報交換等を行っていきます。 

 

④ 介護サービスの評価 

都が実施している第三者評価は、利用者評価と事業者の自己評価があり、この結果を基に、

第三者評価機関が総合的に評価を行うものであることから、介護サービスの内容を点検し、

その質を向上させる有効な手法です。 

区は、第三者評価の受審の勧奨を行うとともに、受審した事業者が積極的にその結果を公

表するよう働きかけていきます。 

 

  

〔資料〕目黒区「サービス提供事業所調査」（令和４年 10月～11月実施） 

介護保険制度に関する情報の提供

採用相談会の実施や借り上げ
住宅の補助など、人材確保のための支援

サービス利用者や家族の介護保険制度
（サービス）の理解向上に向けた取組み

災害発生時の利用者の援護

区の保健福祉施策・サービスに関する情報の提供

介護ロボット・ＩＣＴ機器や備品に対する支援

事業所に関する広報やＰＲに対する支援

介護支援専門員やヘルパー等サービス提供者養成の支援

介護事業者連絡会など事業者間の連携強化のための支援

他の介護保険事業者に関する情報の提供

不正防止策の徹底と強化

その他

特にない

無回答

39.5

28.9

28.3

26.3

19.7

17.1

15.1

11.2

9.2

6.6

1.3

1.3

9.2

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%152 (複数回答）総数=
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⑤ 介護サービス事業者の業務の効率化 

高齢者人口の増加と共に介護保険被保険者及び介護保険サービス利用者が増加することが

確実視される一方で、介護サービスの担い手については少子高齢化の進展とともに確保が困

難になることが想定されています。就労可能年齢層の減少が予想される中、介護サービス事

業者の業務効率化は、介護サービスの安定的供給を実現するための喫緊の課題となっていま

す。 

介護サービス事業者の業務効率化を進めるためには、ＩＣＴ機器の効果的活用を始め、様々

な取組を継続的に行う必要があります。業務効率化は介護職員の負担軽減はもちろんのこと、

職員の離職防止にも資することとなり、介護現場におけるノウハウの伝承という点において

も重要な課題といえます。業務効率化による職員負担の軽減が端緒となり、より質の高いサー

ビス提供が可能となることは、「住み慣れた地域で自分らしく暮らす」ための必要条件となる

ものです。 

業務効率化については国や都が実施する様々な施策の周知に努めるとともに、介護事業者

連絡会等を通じ、事業者側の要望把握にも努めていきます。 

 

 

（５）介護サービス情報等の公表 

介護サービス利用者が介護保険を「利用者本位」の制度として利用していくには、自分のニー

ズに合った事業者を選択した上で、適正な契約を結ぶことが重要です。そのためには、区民に

対して、介護保険制度や介護サービス提供事業者、さらには日々進歩している福祉用具やサー

ビスに関する情報提供が欠かせません。 

区では、介護保険制度の趣旨普及を目的とした総合パンフレットを作成するとともに、区の

ウエブサイト等で介護事業者に関する様々な情報を提供しています。また、目黒区介護事業者

連絡会の監修による「介護サービス事業者ガイドブック」の発行に当たり、情報提供や配布に

係る支援などを行っています。今後も制度改正に伴う国や都の取組を踏まえながら、情報提供

体制の一層の充実に努めていきます。 

 

事業内容 

 介護保険総合パンフレットの発行 

 介護サービス事業者ガイドブックの発行・配布支援 

 在宅療養資源マップの発行及び医療・介護資源情報提供システムの運用 
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（６）関係者・関係機関の連携 

① 医療・保健・福祉の連携 

利用者の心身の状況や本人の求め、置かれている環境等に応じて適切なケアプランが作成

され、円滑に介護サービスが提供されるためには、介護支援専門員及びサービス提供事業者

が医療・保健・福祉の他機関と十分な連携を図ることが不可欠です。 

このため、介護支援専門員及びサービス提供事業者が、個人情報への十分な配慮のもと、

医療等関係者との連携を密にし、意見交換や情報共有、ケアプラン作成時やサービス提供時

の多職種協働が活発に行われるよう支援していきます。 

また、「共生型サービス」が介護保険制度と障害福祉制度に位置づけられたことに伴い、介

護サービス事業者や障害福祉サービス事業者、区などが連携し、障害特性に応じたサービス

提供体制を整備していきます。 

 

② 事業者間の連携 

介護サービス利用者が、必要とするサービスを適切かつ円滑に受けるためには、介護支援

専門員とサービス提供事業者、あるいはサービス提供事業者間で密接に情報交換を行い、十

分な連携を図っていく必要があります。 

また、感染症や災害等の発生時には、状況に応じた迅速な事業者間の連携が、利用者が必

要とするサービスの安定的な提供に資することにつながることから、平常時から事業者間の

連携を深め、また、事業者が連携して災害訓練等へ参加するなどの防災意識の向上を図って

いくことが必要です。 

このため、目黒区介護事業者連絡会や主任介護支援専門員連絡会において、オンライン会

議を活用し情報提供や意見交換等を行うとともに、分科会の合同開催など分科会間の連携強

化への支援を継続し充実を図っていきます。また、関係機関との調整や、連絡会と区との懇

談の場等で、事業者間の連携促進のための支援策や課題等の意見交換を行いながら進めてい

きます。 

 

③ 権利擁護のための連携 

目黒区社会福祉協議会の権利擁護センター「めぐろ」では、認知症や知的障害、精神障害

などで判断能力が不十分なかたのために、福祉サービスの利用援助や日常金銭管理サービス

を行う日常生活自立支援事業を実施しています。また、同センターは区における成年後見制

度の推進機関として、弁護士、司法書士などの専門家で組織する成年後見のネットワークを

活かしながら、親族後見人への支援や専門家の後見人受任候補者としての登録と紹介を行っ

ています。併せて、社会福祉協議会としての法人後見の受任、市民後見人の養成など、

成年後見制度の利用促進の取組を進めています。また、令和６年度には、既存の取組を

活かしながら成年後見制度の「中核機関」の整備を進めます。 
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（７）被保険者保護等の取組 

① 苦情対応体制の強化 

介護サービス事業者には、サービス提供を受ける利用者、家族などからの苦情に対応する

ため、苦情受付窓口の設置が義務付けられており、苦情が寄せられたときは迅速かつ適切に

対応していくことが求められています。また、利用者等がサービス提供事業者に対して直接

苦情を言いにくいときなどには、利用者保護の観点から、保険者や国民健康保険団体連合会

が苦情調整を行うこととされています。 

区では、利用者等から寄せられた苦情について、必要に応じて関係機関と連携を図りなが

ら、利用者と事業者間の調整や事業者への助言・指導等を行います。 

一方で、利用者等からの苦情は、サービスの質をチェックするという機能を果たす重要な

ものであり、事業者はサービスの質の向上のため、これら利用者等の声を有効に活用し、再

発を防止することが求められています。区では、苦情内容の分析を行い、苦情対応業務と事

業者指導・監督業務との連携の促進を図り、苦情をサービス改善の契機として、サービスの

質の向上につなげていくよう事業者に働きかけていきます。 

また、保健福祉サービスに関する苦情や不満に対して、第三者の立場で公平・中立かつ適

切・迅速に対応するために設けた目黒区保健福祉サービス苦情調整委員制度は、利用者の権

利擁護とともに、事業者への調査、勧告等によりサービスの質の向上を促す役割を果たして

います。今後も、利用者が直接事業者に苦情を言いにくい場合などに安心して相談できる保

健福祉サービスの苦情申し立て窓口として、この制度を積極的に区民に周知していきます。 

 

② 低所得者等への対応 

高齢化の進展に伴い介護サービスの利用者数も増加していることから、保険給付費の増額

による保険料の上昇は避けられない状況にあります。こうした中、介護保険制度を費用負担

に不安なく利用できようにするためには、低所得者への配慮を行っていくことが必要です。 

区では低所得者へ配慮した保険料段階・保険料率の設定を行うとともに、特に生活が困窮

しているかたに対して、介護保険料の区独自減額制度及び介護保険居宅サービス等利用者負

担額の軽減制度を実施してきました。 

第９期においても、低所得者へ配慮した保険料段階・保険料率を検討しつつ、低所得者に

対する軽減措置を引き続き実施していきます。 

 

事業内容 

 目黒区介護保険料区独自減額制度 

 目黒区介護保険居宅サービス等利用者負担額軽減制度 
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２ 健全な介護保険財政の確保等 

（１）健全な介護保険財政の確保 

介護保険の保険給付費及び地域支援事業費は、被保険者が納めた保険料と区・都・国の支出

金を財源としています。 

介護保険制度の定着と高齢化の進展に伴い、今後も保険給付費の増加が見込まれます。こう

した中、増加する保険給付費に対し、それを支える保険料の適切なバランスを保ちながら、将

来を見据えた財政運営が強く求められています。 

このため、負担軽減制度の継続等により低所得者に対して配慮しつつ、第１号被保険者保険

料の収納率を更に向上させるよう、滞納者には納付の働きかけを進めていきます。 

また、区ではコンビニエンスストアにおける収納を実施して利便性を高めていますが、高齢

者数の状況や生活スタイルの変化に対応し、保険料を納めやすくする仕組みづくりを引き続き

検討していきます。 

加えて、「尊厳の保持、能力に応じた自立した日常生活」を実現し、可能な限り要支援・要介

護状態にならない、あるいは重度化しないよう、介護予防の視点に立った自立支援・介護予防・

重度化防止の取組を進めます。 

 

 

（２）国や都への要望 

総人口が減少に転じる中、高齢化の進展に伴い介護保険サービスの利用者、保険給付費は今

後も増加していく見込みです。 

区は介護保険制度の持続可能性を維持していくために様々な施策を展開していますが、区民

に最も身近な基礎的自治体として事業者や区民の意向を十分に汲み取り、低所得者対策をはじ

め、介護人材不足対策、大都市にみられる固有の課題への対策、介護保険の財政負担等、介護

保険制度における国や都が解決すべき問題点について、特別区長会、全国市長会などを通じて、

国や都へ具体的な制度要望を行っていきます。 
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